
「低延焼性たばこ」とは？

● 巻紙に、酸素供給抑制により燃焼の速度を抑えるための帯を数か所組み
込み、火がついたまま放置された場合に、自己消火するように改良された
たばこ。

● 試験方法に関するISO規格（ISO12863）

標準濾紙の上でたばこを燃焼させ、40本のうち全長燃焼するものが25％
以下であること。

● 欧米諸国においては、‘Fire-Safe Cigarettes（FSC）’や‘Reduced 
Ignition Propensity Cigarettes（RIP）’と呼ばれている。
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EU
2007年11月に規制導入の方針を発表。2010年9月に標準試験方法のEN規
格、同年11月に評価基準のEN規格を発行。2011年11月に規制が施行。

韓国
韓国消防産業技術院にて、低延焼性たばこに係る制
度導入に向けた研究開発を実施中との発表。

ニュージーランド
2009年８月にたばこの試験
方法に係る規格を策定。

南アフリカ
2010年12月に製造・輸入・
販売等規制が施行。

カナダ
世界に先駆けて、国レベルの製造・輸
入・販売規制を2005年10月に施行。

フィンランド
2010年4月に販売規制が施行。

オーストラリア
2010年3月に販売・
輸出規制が施行。

日本
「たばこ火災被害の低減対策に
関する検討会」にて議論中。

米国
NY州で2004年6月に販売規制が施行さ
れ、2011年7月までに全50州で施行。

規制導入済

規制導入に係る
議論あり

「低延焼性たばこ」に係る各国の状況（平成24年６月現在）

たばこ規制枠組条約に基づき
作業グループが、2010年12月
から検討。
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たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約

● 平成15年5月21日 ジュネーブで作成

平成16年5月19日 国会承認

平成17年2月2日 公布及び告示（条約第3号及び外務省告示第68号）

平成17年2月27日 効力発生

平成22年11月 締約国172 か国(欧州委員会を含む)

● たばこの消費等が健康に及ぼす悪影響から現在および将来の世代を保護す
ることを目的とし、たばこに関する広告、包装上の表示等の規制とたばこの
規制に関する国際協力について定めるもの。

● 製品特徴（低延焼性たばこ）規制について

平成22年11月に開催された第4回締約国会議（COP4）において「製品特徴と
して紙巻たばこの燃焼特性の規制を検討すること」を作業部会に指示

平成24年1月24日～26日、ジュネーブWHO本部にて作業部会開催

平成24年10月、韓国で開催される第5回締約国会議（COP5）で検討予定

３

たばこ火災被害の低減対策に関する協議会（H22.12～H24.3）

最終とりまとめ（平成２４年３月２９日）

米国、カナダ、オーストラリア、ＥＵ等において義務化されている低
延焼性たばこの火災抑制効果の検討及び消防機関とたばこ関係者
の連携による注意喚起広報の強化等について、関係者間が引き続き
協力していくことが合意された。

たばこ火災被害の低減に向けた取組み強化のため、平成22年12
月に消防機関及びたばこ関係者が「たばこ火災被害の低減対策に
関する協議会」を設立し、火災被害軽減のあり方について協議を
行ってきたもの。
本協議会における協議結果を、最終とりまとめとして平成24年3月

に公表した。
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